届出事務処理概要（騒音規制法）
	番
号
	届出書の名称・様式及び根拠条項
	内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

	１
	特定施設設置届出書
（様式第１）

　　法６

　　規則４
	[届出を必要とする場合]

　規制地域内において工場又は事業場に特定施設を設置しようとする場合

[届出時期]　設置の工事の開始の日の３０日前まで

[届出先]　市町村長（正副２通）

[届出事項]

1 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

2 工場又は事業場の名称及び所在地

3 特定施設の種類ごとの数

4 騒音の防止方法

5 その他総理府令で定める事項(施行規則４②)

· 工場又は事業場の事業内容

· 常時使用する従業員数

· 特定施設の型式及び公称能力

· 特定施設の種類ごとの通常の日における使用の開始及び終了時刻

[添付書類]

1 特定施設の配置図

2 その他総理府令で定める書類（施行規則４③）

＊特定工場及びその付近の見取図

	２
	特定施設使用届出書
（様式第２）　

　　 法７①
	[届出を必要とする場合]

（1） 一の地域が規制地域となった際、現にその地域内に特定施設を設置している場合

（2） 一の施設が特定施設となった際、現に規制地域内にその施設を設置している場合

[届出時期]　規制地域となった日又は特定施設となった日から３０日以内

[届出先]　市町村長（正副２通）

[届出事項]　１と同じ

[添付書類]　１と同じ

[備考]

（２）の場合、その施設以外の特定施設を設置していないものに限る。

	３
	特定施設の種類ごとの数変更届出書
（様式第３）

　　 法８①

　　 規則６
	[届出を必要とする場合]

　１又は２の届出を行った特定工場等が、特定施設の種類ごとの数を変更する場合

[届出時期]　変更に係る工事の開始の日の３０日まで

[届出先]　市町村長（正副２通）

[届出事項]

　特定施設の種類ごとの数

[添付書類]　１と同じ

[備考]

（届出を必要としない場合）
　法第８条１項ただし書に規定する総理府令で定める範囲内

＊特定施設の種類ごとの数を減少する場合及びその数を当該特定施設の種類に係る直近の届出により届け出た数の２倍以内の数に増加する場合

（例）最初の届出（基礎）５台

　　第１次増設　　　　５台（計１０台） （届出を要しない）

　　第２次増設（基礎）１台（計１１台） （最初の５台にくらべ２倍以上となるので届出を要する）

　　第３次増設　　　１０台（計２１台） （届出を要しない）

　　第４次増設　　　２台（計２３台） （直近の届出すなわち２次増設期にくらべて２倍以上となるので届出を要する）

＊特定施設の更新については、種類ごとの数の増加ではないので届出を要しない。

＊特定施設の大型化（たとえば５０トンプレスを１００トンプレスにする場合）についても種類ごとの数は増加しないので届出を要しない。

＊従来設置していなかった種類の特定施設を設置しようとする場合は届出を要する。

（例）機械プレスを５台から２台に減少、かわりに液圧プレスを１台新設する場合

機械プレスの届出は要しないが、液圧プレスの届出は要する。



	４
	騒音の防止の方法変更届出書
（様式第4）
　法８
　規則６
	[届出を必要とする場合]

　１又は２の届出を行った特定工場等が、騒音の防止の方法を変更する場合

[届出時期]　変更に係る工事の開始の日の３０日まで

[届出先]　市町村長（正副２通）

[届出事項]

　騒音の防止の方法

[添付書類]　１と同じ

[備考]

（届出を必要としない場合）（施行規則６③）

　騒音の防止の方法の変更が、当該特定工場等において発生する騒音の大きさの増加を伴わない場合、その変更により発生する騒音の大きさが増加しないと客観的に判断される場合には、届出は要しない。

	５
	氏名（名称・住所・所在地）変更届出書
（様式第６）
　法１０
	[届出を必要とする場合]

　届出を行った者の氏名又は名称、住所、及び法人にあっては、その代表者の氏名、並びに工場、事業場の名称、所在地の変更があった場合

[届出時期]　変更の日から３０日まで

[届出先]　市町村長（正副２通）

[届出事項]

　変更する事項

[備考]

＊氏名又は名称の変更には、相続、合併等により届出をした者の地位に変更がある場合に含まれない。

＊所在地の変更とは、特定工場等の住居表示の変更をさすのであり、工場等の移転により所在地が変更するときは、当該特定工場等を廃止し、新たに新設したものとみなし、それぞれ必要な届出を要する。

	６
	特定施設使用全廃届出書
（様式第７）
　法１０
	[届出を必要とする場合]

　特定施設のすべての使用を廃止した場合

[届出時期]　廃止した日から３０日まで

[届出先]　市町村長（正副２通）

[備考]

＊特定工場等に設置される特定施設については、法第８条第１項ただし書の規定により届出されていないものもあり、届出に係る特定施設を廃止しただけでただちにその工場又は事業場が特定工場等でなくなるとは限らないので、特定工場等の「特定施設のすべての使用を廃止したとき」に廃止の届出をさせる。

＊使用の廃止とは当該施設の使用をその後永久に停止する場合又は除去する場合であり、更新は含まれない。

	７
	承継届出書
（様式第８）
　法１１
	[届出を必要とする場合]

　届出を行った者から特定施設の全ての譲り受け、借り受けた場合、又は相続、合併があった場合

[届出時期]　承継があった日から３０日まで

[届出先]　市町村長（正副２通）

[備考]

＊「特定施設のすべてを譲り受け、又は借り受けた者」

特定工場等単位に規制が行われるところから、当該特定工場等に設置される特定施設について部分的に譲渡等が行われた場合には地位の承継を認めず、特定施設のすべてについて譲渡等があった場合にのみ地位の承継があったものとしている。

＊「相続又は合併があったとき」

・相続人が二人以上の場合の当該特定工場等に係る規制は相続人が共同して負うことになる。

・分割によって特定工場等の帰属に変更があった場合には、それぞれの特定工場等について新たに法第６条の設置の届出を要する。

＊「当該届出をした者の地位を承継する」

承継の対象とされるのは本法に定める一切の事項である具体的には法第６条第１項、第７条第１項、第８条第１項、第１０条のそれぞれの届出事項、法第９条の計画変更勧告、法第１２条第１項の改善勧告及び第２項の改善命令ならびに第３項の事項である。

（例）法第６条の規定による特定施設の設置については、承継したものは改めてその届出をする必要はなく、また、法第１２条の規定により改善命令の規定について３年間の適用猶予期間を与えられている特定工場等について地位を承継した者は、引き続き３年の残りの期間は改善命令の適用を受けないこととなる。

	８
	特定建設作業実施届出書
　（様式第９）

　　法１４①

　　　　　②
	[届出を必要とする場合]

　規制地域内において特定建設作業を伴う建設工事を施行しようとする場合

[届出時期]

　作業の開始の日の７日前まで　（災害等緊急に行う場合はすみやかに届出る）

[届出先]　市町村長（正副２通）

[届出事項]

1 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

2 建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類

3 特定建設作業の場所及び実施の期間

4 騒音の防止の方法

5 その他総理府令で定める事項（施行規則１０②）

＊建設工事の名称並びに発注者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名

＊特定建設作業の種類

＊特定建設作業に使用される機械の名称、型式及び仕様

＊特定建設作業の開始及び終了の時刻

＊下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該下請負人の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名

＊届出をする場合は現場責任者の氏名及び連絡場所並びに下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該下請負人の現場責任者の氏名及び連絡場所

[添付書類]

1 特定建設作業の場所の付近の見取図

2 その他総理府令で定める書類（施行規則１０③）

＊特定建設作業を伴う建設工事の工程の概要を示した工事工程表で特定建設作業の工程を明示したもの

[備考]

＊「特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとする者」

特定建設作業の規制に関する届出義務者は元請業者である。

＊「当該特定建設作業の開始の日」

建設工事は各種建設作業の組み合わせにより行なわれるものであることから、必ずしも建設工事の開始日とその特定建設工事の開始日は一致せず、特定建設作業の開始日は異なることが多い

＊「７日前」

事前届出を７日前としたのは、作業の段取りの決定と事務処理の期間との関係から、最小限７日前と規定したものである。

なお、届出事項によっては必要な勧告を行うこともあるが、特定建設作業に伴って発生する騒音は、実際の作業者の作業のやり方により発生の仕方も、付近の住民への影響も異なってくるので、事後改善となる場合が実際上は多い。
＊「災害その他緊急の事態」

風水害、火災等の場合のように、特定建設作業を行う必要があらかじめ想定できない場合であり工期がおくれたことにより急きょ特定建設作業行うような場合はこれに該当しない。

＊「この限りでない」

届出そのものを必要としないということでなく、７日前に届出るということについて例外を認めるということであり、届出を行いうる状態になったときは、すみやかに届出を行っていただく。

＊「建設工事の目的に係る建設又は工作物の種類」

特定建設作業は、建設工事の構成要素として把握されるので、○○道路とか○○ビルとかを届出事項とすることによって、特定建設作業の種類および内容を把握する。

＊「特定建設作業の場所および実施の期間」

（場所）とは、作業現場をいうが、具体的にどの範囲を指すかは建設工事の種類等を勘案してケースバイケースによって判断する。

（実施期間）とは、工事騒音における特定施設の操業時間に相当する。

＊「騒音の防止の方法」

建設作業に防具をつけることとか、作業現場に板がこいを設置すること等が考えられる。


	 騒音規制法による特定施設

	騒音規制法施行令　第１条　別表第１

	№
	特定施設区分
	施　設　名
	備　考

	１
	金属加工機械
	イ．圧延機械
	定格出力の合計が22.5kW以上のものに限る。

	
	
	ロ．製管機械
	

	
	
	ハ．ベンディングマシン
	ロール式のものであって、定格出力が3.75kW以上のものに限る。

	
	
	ニ．液圧プレス
	矯正プレスを除く。

	
	
	ホ・機機プレス
	呼び加圧能力が294キロニュートン以上のものに限る。

	
	
	へ．せん断機
	定格出力が3.75kW以上のものに限る。

	
	
	ト．鍛造機
	

	
	
	チ．ワイヤーフォーミングマシン
	

	
	
	リ．ブラスト
	タンブラスト以外で、密閉式のものを除く。

	
	
	ヌ．タンブラー
	

	
	
	ル．切断機
	といしを用いるものに限る。

	２
	空気圧縮機及び送風機
	定格出力が7.5kW以上のものに限る。

	３
	土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機
	定格出力が7.5kW以上のものに限る。

	４
	織機
	原動機を用いるものに限る。

	５
	建設用資材製造機械
	イ．コンクリートプラント
	気ほうコンクリートプラントを除き、混練容量が0.45ｍ３以上のものに限る。

	
	
	ロ．アスファルトプラント
	混練重量が200㎏以上のものに限る。

	６
	穀物用製粉機
	ロール式で定格出力が7.5kW以上のものに限る。

	７
	木材加工機械
	イ．ドラムバーカー
	

	
	
	ロ．チッパー
	定格出力が2.25kW以上のものに限る。

	
	
	ハ．砕木機
	

	
	
	ニ．帯のこ盤
	製材用：定格出力が15kW以上のものに限る。木工用：定格出力が2.25kW以上のものに限る。

	
	
	ホ．丸のこ盤
	製材用：定格出力が15kW以上のものに限る。木工用：定格出力が2.25kW以上のものに限る。

	
	
	へ．かんな盤
	定格出力が2.25kW以上のものに限る。

	８
	抄紙機
	

	９
	印刷機械
	原動機を用いるものに限る。

	１０
	合成樹脂用射出成形機
	

	１１
	鋳型造型機
	ジョルト式のものに限る。

	福岡県公害防止条例による特定施設

	イ
	金属加工機械
	(1)圧延機械
	

	
	
	(2)ベンディングマシン
	ロール式の物

	
	
	(3)せん断機
	原動機を用いる物

	
	
	(4)ブラスト
	

	
	
	(5)高速切断機及びプラズマ切断機
	

	
	
	(6)研磨機
	工具用研磨機及び板金作業場で使用する研磨機を除く。亜鉛版研磨機以外は2台以上であること。

	ロ
	クーリングタワー
	原動機の定格出力が3.75kW以上の物

	ハ
	ドラム缶洗浄機
	原動機を用いる物

	ニ
	ロータリーキルン
	原動機を用いる物に限る

	ホ
	重油バーナー
	重油の使用量が１時間50リットル以上の物

	ヘ
	電気炉
	変圧器の定格容量が1,000kVA以上の物


※次に掲げる物を除く。
鉱山保安法第2条第2項に規定する鉱山に係る施設 

電気事業法第2条第7項に規定する電気工作物 

ガス事業法第2条第7項に規定するガス工作物 

騒音規制法第3条第1項の規定により指定された地域内に係る同法第２条第２項に規定する特定工場等に設置される施設
	 騒音規制法による特定建設作業

	騒音規制法施行令別表第２

	№
	特定施設作業区分
	備　考

	１
	くい打機等を使用する作業
	くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く。）

	
	
	くい抜機（油圧式くい抜機を除く。）

	
	
	くい打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）

	２
	びょう打機を使用する作業
	

	３
	さく岩機を使用する作業
	作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が５０ｍをこえない作業に限る。

	４
	空気圧縮機を使用する作業
	電動機以外の原動機を用いるものであって、その原動機の定格出力が１５ｋｗ以上の物。ただし、さく岩機の動力として使用する作業は除く。

	５
	コンクリートプラント又はアスファルトプラントを設けて行う作業
	コンクリートプラントは、混練機の混練容量が０．４５ｍ３以上の物
アスファルトプラントは、混練機の混練重量が２００ｋｇ以上の物
モルタルを製造するためにコンクリートプラントを設けて行う作業は除く。

	６
	バックホウを使用する作業
	原動機の定格出力が８０ｋｗ以上の物
※環境大臣が指定するものを除く。

	７
	トラクターショベル
	原動機の定格出力が７０ｋｗ以上の物
※環境大臣が指定するものを除く。

	８
	ブルドーザー
	原動機の定格出力が４０ｋｗ以上の物
※環境大臣が指定するものを除く。


※上記６～８の環境庁長官が指定するバックホウ等については、「一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境庁長官が指定するバックホウ、トラクターショベル及びブルドーザー（平成９年環境庁告示第５４号）」により、定められている。

特定工場等の規制基準
昭和６１年１１月福岡県告示第１７１３号
	時間の区分
区域の区分
	８時～１９時
	６時～８時
及び
１９時～２３時
	２３時～６時

	第１種区域
	５０デシベル以下
	４５デシベル以下
	４５デシベル以下

	第２種区域
	６０デシベル以下
	５０デシベル以下
	５０デシベル以下

	第３種区域
	６５デシベル以下
	６５デシベル以下
	５５デシベル以下

	第４種区域
	７０デシベル以下
	７０デシベル以下
	６５デシベル以下


※第１種区域～第４種区域については、図面により示し、この図面は福岡県環境保全課及び関係市町村役場に備えおいて縦覧に供する。
特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準
昭和４３年１１月厚生省・建設省告示第１号
	基準の区分
	基準値
	備　考

	特定建設作業の場所の敷地境界線における騒音の大きさ
	８５デシベル
	

	作業ができない時間
	第１号区域
	１９時～７時
	災害、危険防止、鉄道等の運行並びに道路法及び道路交通法に基づき夜間行うこととなっている場合を除く。

	
	第２号区域
	２２時～６時
	

	１日の作業時間
	第１号区域
	１０時間
	その作業を開始した日に終わる場合、災害等による緊急を要する場合及び危険防止のため行う場合を除く。

	
	第２号区域
	１４時間
	

	作業時間
	連続６日
	災害等による緊急を要する場合及び危険防止のため行う場合を除く。

	日曜日における作業
	禁止
	災害、危険防止、鉄道等の運行並びに道路法及び道路交通法に基づき休日行うこととなっている場合を除く。


昭和６１年１１月福岡県告示第１７１４号

平成２４年４月宮若市告示第５５号

平成２７年１２月宮若市告示第２２１号

※第１号区域：①「特定工場等の規制基準」により第１種区域、第２種区域、第３種区域に区分された地域
　　　　　　　　　　②「特定工場等の規制基準」により第４種区域に区分された地域のうち、学校、保育所、病院（患者の収容施設を有する診療所を含む。）、図書館及び特別養護老人ホーム敷地並びに幼保連携型認定こども園の周辺おおむね８０ｍの地域
　第２号区域：指定地域のうち、第１号区域以外の地域
福岡県宮若市

